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は じめ に
本稿では中国の電子産業の発展 に焦点 を当て,日 本企業の進出 と国際化 との関わ りを検討 し
てみたい。 日本企業の国際化を考察する場合,進 出する側の日本企業のサイ ドから見る場合が
多い。本小論ではむしろ現地側の立場から日本企業の国際化 を考察する。中国の電子工業の発
展のプロセス及び産業技術の進歩の実態を分析することにより,日本企業の国際化の進展や国
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際貢献の度合 を現地側の 目で図るだけでな く,国際化過程の中での問題 と矛盾点を見いだ し,
健全 な国際化 を進めるための示唆 を与 えることを試みるものである。
中国の電子産業は改革 ・開放以降,も っとも急速に発展 してきた産業の一つである。先進諸
国,特 に日本企業の中国電子産業への進出と技術移転は,中 国電子産業の発展に大 きな影響 を
及ぼ した。外 国企業は資本 を投下するだけでなく,技術 ・管理 ・経営ノウハウを中国へ持ち込
み,中 国の産業発展のための技術 と企業経営管理の両側面の レベル向上に貢献すると共に,中
国企業の大公司化ぺの成長にも重要な役割 を果た している。結果 として,中 国の電子産業にと
って外国企業の資本と技術はすでに重要かつ不可欠な要素になってお り,相互の依存関係は深
まっている。
一方,中 国経済の市場経済化の進展及び外国企業の急速な進出により,市場のシェア拡大 を
狙 う中国企業の間,外 資系企業の間,そ して中国企業 と外資系企業の問での競争がますます激
しくなっている。巨大な多国籍企業をバ ックにした外資企業の進出は,ま だ十分な競争力を備
えていない中国企業にとって脅威 となり,中国国内では 「民族工業存亡の危機」 という議論が
盛んに行われるようになった。
この ような中国と外国資本 との相互依存,相 互競合の関係の形成は,中 国の電子産業の現代
化 と国際競争力の向上のために,好 機をもた らす と同時にリスクも背負 うことになる。今後 も
このようなジレンマをともなった関係が長期間続 くであろうと予測 される。 しかし,競合関係
を激化するよりも共生の道を見いだすほうが両国企業の共通の利益であ り,共同の願望 と課題
である。
本小論では,以 上の問題意識に基づいて,中 国の電子企業の発展の過程 と外資 との関係,特
に日本企業 との関わりを明らかにすることを課題 とする。まず,外 国企業の中国への進出と産
業発展の段階 を区分けし,中 国電子産業の発展と変化 に着 目し,外 国企業特に日本企業の中国
進出の実態 と特徴を考察する。次 に,中 国政府の電子産業育成戦略 を検討 し,個別事例の分析
を通 じて,中 国電子大企業の成長 と日本企業の技術移転 との関係を明らかにし,中 国の電子産
業発展の現段階を確認する。最後に中国の電子企業の成長 と日本企業との競合関係形成の諸傾
向を分析 し,両国企業間の競争 ・協調関係 を形成 させるための政策課題 を展望する。
つ
1外 国企 業の 進 出 の推移 と特徴
まず,本 題 に入る前に中国電子産業 を理解するための前提 として分類の仕方と用語 を説明す
る。表1で示すように中国では,電 子産業を一般 に,投 資類,消 費類,部 品類 といった三種類
に分けている。これを日本の産業分類 に対応すると,そ れぞれ産業用,民 生用,部 品用の電子
製品になる。
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電子工業製品
民生用機器
(消費類)
産業用機器
(投資類)
電子部品
及び材料
(部品類)
表1電 子工業製品の分類
ラジオ受信機
工テ レビ受像器ビデオ ・磁気ヘブド音響周波装置(電 蓄、テープレコーダー)
有線通信機器(電 話電信装置 、搬 送装置)
{
無線通信機器(放 送装置 など)
電子応用装置(コンピュータ、X線装 置な ど)
電子専用設備(集 積 回路設備 、試 験設備)
電子計測器
レーダー装置
電子管(真 空管、 ブラウン管)
半導 体素子(トランスジスタ、ダ材一ド等)
集積 回路
回 路部品(抵 抗器 、蓄電器 、変成器等)
音響 部品(マイクロホン、スヒ㌧カー等)
機構 部品(スイッチ、ル 、ー7ンタクト等)
複合 部品(マイクロモジュール等)
材料(フェライト、シ リコン等)
出所:新 井[1996]7頁を参照,『中国電子工業年鑑 ・1996年』77-157頁により作成。
外国企業 とくに日本企業からの直接投資と技術移転は中国の電子産業の急速な発展 をもたら
した一因であることは疑いない。中国の電子産業の発展は新 中国が成立 してからスター トした
が,1950年～65年の創建段階,1966年～1975年の10年の困難 な発展段階を経て,1976年～
1980年の第五次五 力年計画及び1981年～1985年の第六次五力年計画(以 下それぞれ 「5・5」,
「6・5」計画期間と略す)に なると飛躍的な発展段階をむかえた。特 に,「6・5」計画期間に,
中国では,改 革 ・開放政策を実施 し,外国か ら直接投資 と大量の技術 を導入 し,全面的な振興
の時代に入 った。本節では,改 革以降の電子産業の発展 と外 国企業の進出の時期を区分 し,外
国企業特に日本企業の進出の実態 と特徴 を考察 し,電子工業における外国企業進出の推移 と変
化の実態 を中国の外資政策 と電子産業の発展段階との関わ りで検討する。
1外国企業進出の時期区分
1970年代後半に改革 ・開放政策が実施 されて以降,中 国電子産業におけるの外国企業の直
接投資 と技術移転は,中 国の5ケ年計画に沿って以下の四つの時期に区分 される。
第一の時期(1981～1985年,「6・5」計画期間)
技術提携 を主 とし,合弁企業方式 を模索する段階
この時期における中国は改革 ・開放の初期であ り,経済体制 はまだ計画経済体制のもとで,
市場経済の概念はいまだ明確化 しておらず,企 業改革が提起 されたばか りであった。外国企業
か らの技術導入の方式は,補 償貿易,技 貿結合を通 じて行われ,外 国企業の直接投資による現
地生産はまだ重要な位置を占めていなかった。1978年から85年の八年間,外 国から先進技術
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と重要な設備が2,052項目導入 され,16.57億ドルの外貨が投下された。この中で重点項目は
823項目で,全 体の40.1%を占める。具体的にはラジオ,ラ ジカセ,テ レビの生産ラインが
658の最終組立 ライン,そ れ と同時に電子部品の1,236ラインが導入 された。中で も,カ ラー
テレビに113ライン,その部品に470ラインが導入 された。 しか しこの時期に外 国企業の直接
投資による三資企業はわずか23社しか設立 されていなかった1)。この時期に直接投資 による
現地生産の少ない理由は幾つか考えられる。
①計画経済に制約された条件 のもとで,直 接投資による外 国企業の中国での現地生産は初め
ての経験であるので,ま だ直接外資の概念が確立 されておらず,あ るいはそれに恐れをいだい
ていた2)。
②中国経済の全体は改革 ・開放の初期 にあり,ま だ明確に外国企業の直接投資を受け入れる
政策や,投 資環境は整備 されていなかった し,外国企業に対する吸引力 もあまり大 きくなかっ
たQ
③外国の企業側が中国市場の状況 と将来の見通 しについて,ま だ十分な認識 を持っていなか
った。 この時期に中国の国内企業は設備導入のブームにあり,設備輸出が外国企業に利益 をも
た らしていたため,直 接投資による中国への進出意欲はまだ低かった。
④ とくに日本企業の場合,直 接投資による現地生産よりも,製品の輸出を好んでいる。それ
は 日本企業の海外進出の性格 と一貫 した関係があ り,直接投資よりも製品輸出のほうに執着 し,
そこで利益 をあげていたからである。
第二の時期(1986～1990年,「7・5」計画期間)
直接投資 と技術吸収 ・消化 による企業の発展と成長段階
この時期は,投 資環境が改善 され,積 極的な直接投資導入段階とも言える。1986年10月11
日に,中 国政府は 『外国企業の投資 を奨励する規定』を発表 し,続いて 《実施細則》を公布 し
た。各省 ・自治区 ・直轄市 とくに経済特区と開放都市は各地区の 《補足規定》を公表 し,直接
投資を行 う外国企業に対 して,柔 軟 な優遇政策を次々と発表 した。その中で,外 国資本投資の
「先進技術企業」 と 「製品輸 出企業」 に対 して,さ らに特別の優遇政策 を与 えると規定 した。
電子工業方面の直接投資の分野は,当 時中国にとってほとん ど 「技術先進企業」「製品輸出企
業」 に該当したため,多 くの優遇策の適用が可能となった。それによって,少 ないリスクでよ
り多 くの利益 を獲得で き,経営を成功に導 くことができる。従って,国 内外の電子企業に,合
弁 ・合資企業を講 じることに関心が集まった結果,こ の時期 に合弁 ・合作企業が増加 した。外
国資本 と共同で設立された合弁企業の数は第一時期の23社か ら,1990年の154社に増え,中
国電子工業全企業数に占める割合 も1985年の0.82%から4.68%までに増加 した3)。
直接投資が増加 した・と同時に,技 術提携による技術導入も大規模に行われた。この時期にカ
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ラーテレビの国産化が進められ,800の部品及び前工程のラインが導入された。それにより中
国のテレビの大量生産の前提条件がそなえられ,消 費類の生産高が増加 し,電子工業はカラー
テレビ生産を中心 とする時代 になった。この時期に,テ レビを生産する企業は外国か ら導入 し
た技術 を吸収 ・消化 し,または企業改革を行 うことによって,大 きく成長 し発展 した。
第三の時期(1991～1995年,「8・5」期間)
外国企業の大量進出,外 資系企業の急速な拡大の段階
90年代 に入 り,中 国の電子工業は消費類の電子製品に対 して,引 き続 き旺盛な需要を保つ
と同時に,国 民経済各部門は技術進歩のテンポを速めるために,電 子技術 と資本財の製品に対
する需要がますます高 まった。 とくに,国 民経済情報化の構想の提起,国 家 レベルでのプロジ
ェク ト 「金字工程」4)の建設 と推進 によ り,通信 とコンピュー タを主 とする電子情報製品の
巨大な需要市場が創出され,「7・5」期間の数倍の規模 に達 した。 この通信産業 とコンピュー
タ分野はそれぞれ年率40%,50%の高いスピー ドで発展 し,投資類の電子製品の比重 も急速
に高 まり,これまでの電子産業におけるカラーテレビの生産に集中した側面を改めた。 これら
の国家 レベルのプロジェクトの推進は,中 国電子産業の振興の原動力になる同時 に,外 国企業
側に巨大な市場の魅力を示 し,外 国企業投資における注 目分野 となった。
この時期に中国に投資する多 くの外国企業は好成績 をあげ,そ の上中国の投資環境の整備に
努めたので,一 層外国企業の中国への直接投資の意欲は高まり,外 国系企業の急速 な拡大の結
果をもたらした。
第四の時期(1996～2000年,「9・5」期間)
外資導入の選別,大 企業成長,木 競争の段階
90年代で も,特 に 「9・5」期間に入ると,こ れまでの外資 に対する無選別ですべてを歓迎
する外資政策の見直 しが開始され,産 業政策,新 外資政策の制定作業 と同時に並行 して,外資
に対 して,「奨励 ・許可 ・制限 ・禁止」 と4種類 に分けるべ きであるとの提言があ り,選別 ・
規制強化措置,関 税の減免措置の廃止 などの優遇装置の取 り消 しを打ち出した。
選別 ・規制強化,優 遇措置の取 り消 しなどが行われるようになった要因は,産 業政策からの
要請以外 に税制面で差のある一般国有企業の不満,小 規模投資が多 く,設備 ・技術 レベルが低
い,赤 字企業が多いなど外資系企業の現状に対する不満,等 にあ り5),また後述す るように投
資過剰によりもたらされた生産過剰により,中国企業 と外国企業間に競合関係が発生 したから
である6)。市場経済の進展及び中国企業の成長によ り,中国企業 と外国企業の間に激 しい競争
が行われるようになったのである。
2外国企業の中国進出の変化
こうした中国産業の発展 と経済環境の変化の中で,外 国企業の進出行動 に変化が多 くみられ
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た。次に日本企業及 び欧米企業の中国進出の行動変化を総合的に考察する。
(D投資主体 と進出パ ター ンの変化
80年代初頭,中 国への投資主体 は外国の中小企業を中心 としたが,80年代後半から徐々に
投資の主体は外国の実績ある大企業へ代 わり,進出のパ ターンも従来の中国に製品や生産設備
を輸出する形か ら直接投資へ変わった。こうした多国籍企業の進出活動は 「輸出一ライセ ンシ
ングー直接投資」という軌跡を描いている。
90年代 に入 ると,世 界の著名な電子大企業のほとんどが申国での現地生産に踏み切 った。
日本,ア メリカ,そ してヨーロ ッパの大企業は積極的に中国に進出したばか りでな く,ア ジア
NIESの韓国,香 港,台 湾などの企業 も中国で相次いで合弁企業や独資企業を設立 し,現地生
産を開始 した7)。各国の電子大企業間でも中国市場で熾烈な競争が行われはじめた。
(2)外資系企業数の増加 と投資規模の拡大
前記の時期区分で検討 したように,時代の流れに伴って,外国の投資企業数が増大 して くる。
「6・5」計画期間中は,わ ずか十数社であったが,「7・5」期 間になると6社か ら43社に,さ
らに 「8・5」期 間中は89社から170社に増加 し,項 目別の投資規模 も大幅に拡大 した。1980
年～1986年間に,設立された合弁電子企業52社の中で,600万ドル以上の会社はわずか5社で,
9.9億ドルの上海貝ホ電話設備製造公司の投資額などは,当 時極めてまれなケースであったが,
90年代に入ってからは,千 万 ドルない し億 ドル単位以上の例は珍 しくなくなった8)。
例 えば,ア メリカのモ トローラ社は天津 に2.8億ドルを投下 し,移動通信体の独資企業を設
立 し,中 国の移動通信体市場を独占 した。その後,ICを製造する企業 を設立するため に新た
に天津 に7.2億ドルを投入 し,そ の他上海 ・四川 ・江蘇 ・遼寧などの地域にも2億 ドルを投下
し8社の合弁企業を設立 している。モ トローラは年間携帯電話の生産量は820万台,中 国総生
産量の65%占めている。2000年までに中国向けて累計12億ドルの投資計画がなされていたが,
既に多 くの利益 を上 げたので,投 資計画は早めに実現 し,1995年にすでに12億ドルを超 えて
いる。モ トローラのケースについて後に改めて検討する。
(3)ハイテク技術合作の増加
80年代に外国 と合弁 した電子企業 は主にテレビに代表 される一般的な家電製品 とその部品
生産 を中心に行っていたため,生 産手段の改善 と生産効率の向上に重点が置かれ,研 究開発 に
関わるプロジェク トが少 なかった。
90年代 に入ってか ら,ハ イテク技術面の協力が強 まった。新設 された合弁企業はとくに技
術 開発面 に力 を入れ,ハ イテク技術の合作 は技術の向上に貢献 した。長城計算機公司とIBM
は1,000万ドルを某同出資 して,深 坤1長城国際情報製品有限公司を設立 し,共 同でパソコンを
生産 し,そ れに関連するサービスを提供 した。聯想集団 ・四通集団 ・北方正大 ・南天集団など
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のハイテク企業は技術開発 と生産において積極的に外国の大企業 と提携 し,外国企業の先進技
術を取 り入れ,そ の技術 レベルを高めた。そ してコンピュータソフト,情報サービス業におい
て,合 弁合作の設立が目立った9)。
こうして電子工業に対する外資企業の投資構造は近年すでに,単純な製造業から研究開発へ,
ハー ドとソフ ト両側面 をもつ技術開発や販売サービスという現代電子情報産業への発展の傾向
を持ちつつある。
(4)経営業績の良い合弁企業の増資
多 くの先発する合弁企業は良好な経営業績 を保っているので,引 き続 き双方の協力関係を強
め,さ らに追加投資 を行 った。 日本の三洋の事例 をみると(後 に改めて詳 しく検討する),三
洋の深i川に立地する子会社,深f川三洋華強有限公司は,80年代売上高 は数百万元に過 ぎない
小規模合弁企業 として設立 されたが,1994年になる と年間売上高42億元 に達する大手企業に
発展 してきた。1994年,三洋 は1,360万ドルを追加投下 し,CDピックアップ,CDメ カなどの
先端技術製品をを生産する三洋華強オプ トロニクス有限公司 を設立 した。また,中 国テレビ産
業において先発進出企業である福 日は360万ドルの投資 を日立から受けて始 まったが,1981年
6月に稼働 開始以来,着 実に成長 し,中 国の基幹企業 にまでなっている。1994年間売上高は
15.5億元で,合 弁の中日企業双方はさらに投資 し,ビデオカメラの生産 も始めた。
(5)南から北へ,沿 海地域から内陸部への投資対象地域の移動
90年代 に入ってか ら,外 国投資企業は引 き続 き広東 ・福建 ・江蘇や漸江 などの中国南部の
省 と市 に生産拠点を固めると同時に,北京 ・天津 ・山東 ・遼寧省など北方の省市に投資対象を
広げた。大連では,す でに30の国家 と地域の外 国企業が大連の経済開発区に投資 した。1994
年 までに正式に許可 を得 た外国系企業は1,070社に,投 資金額は49.8億ドルに上 っている。事
業は40の業種にも及び,そ のうち日本企業で もキャノン ・東芝 ・TDKなど著名 な大手企業が
入 り,約100種類 もの電子製品を生産 し,生産額 ・輸出額は経済開発区の三分の一を占め,開
発区の電子産業は一定の規模に到達 している。
天津開発区ではすでに移動通信体設備 ・コンピュータ ・半導体部品を代表とする産業群が形
成 された。外国の企業は徐々に内陸部 に目を向け始めてお り,四川省の四川無線電有限公司 と
合弁で新型電子部品を生産 し始めたモ トローラはその一例である。このプロジェクトの第一期
の投資は2,780万ドルに達 している。
(6)外国の事務所の増設,大 手企業の複数子会社の設立
1981～86年間に中国に投資 した電子企業において,37社の合弁企業の投資側は6ケ国と地
域 に限られていたが,1993年の電子工業部系統の外国投資企業は14力国と地域 に及んでいる10)。
中国の市場を狙って外国の大手電子企業は相次いで中国で事務所 を設立 し,国 別では14力国,
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北京市内にはすでに270の事務所が設立 されている。 また大手企業は中国で複数の子会社 を設
立 し,複 数種類の製品を製造 していることがもう一つの特徴である11)。
外 国電子企業の中国への直接投資と進出は,80年代か ら90年代の半ばまで,外 国の中小企
業 を中心 とする投資か ら巨大多国籍企業の投資を中心 とする投資主体へ と変化 し,投資規模 も
小規模 から大規模へ,技 術 はSKD,CKDという組立工程か らハイテク技術の事業が増加 し,
投資地域は南部から北部へ,そ して沿海から内陸地へ という移動傾向がみられ,そ して中国で
複数の子会社を設立することもよく見 られる現象 となったのである。
3日本企業の進出概況と特徴 一三洋の事例一
上記で検討 した外国企業の中国進出の変化 と特徴を踏 まえて,と くに外国企業の中国進出の
時期区分に沿って,日 本電子企業の中国進出の概況及びその特徴 を検討 しよう。図1は日本電
子企業の時期別に中国への進 出企業の件数 を示 している。1997年までに日本電子企業131社は
中国で合計385社の現地法人を設立 した。設立時期 を見ると,は っきりした系列的特徴 を示 し
ている。同図で示すように改革の最初の数年間に日本企業は中国でわずか9社の現地法人を設
立 したにすぎない。そして,86年以降 「6.5」計画期間中には18社となった。 日本企業の中国
進出の ピークは,91年から95年までの 「8.E」計画期間中であ り,この時期 に中国で設立 した
現地法人は234社に達 した。
図1日 本電子企業の中国現地法人数(設立次期別)
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出所:『 海外進出企業総覧'9E』週間東洋経済による作成。
次 に企業別の進出実態 をみると(表2),中国で現地法人を持つ日本の電子企業の131社の中
に,最 も現地法人数 を多 く設立 したのは,松 下電器であ り,34社に達 し,生産する製品は電
子部品から,家 電の最終製品間まで数多 くの製品 を揃 っている。第2位の三洋電機は,29社に
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達 してお り,進出時期 も早 く,改革開放政策が実施以降,最 も積極的に中国に進出 した日本企
業の一つである。日立製作所の現地法人数は23社で第3位にな り,中でも中国改:革開放政策が
実施 したばか りの時期に真っ先に中国で合弁企業 を設立 し,技術移転 と形成の実績が注 目され
た12)。次に三洋の事例に立 ち入って,そ の進出行動の変化及び特徴 を検討 しよう。
表2日 本電子 ・電機企業の中国事業の展開
日 現地法人
79^一85年86～90 91^一95 96～97 事粟 概要
ASTICORP. 2 2 の ・1
2 1 1
'置 、 子 測 晶 発、 販2 ()ア ドバンテスト
3アル'イン 4 e 一 丁イ' .販
4 5尻 2 1 1 ヘツド 辱
5 1 1 、 照明用 ラン の 亀
6NEC i. 9 3
'
・LSI・ ・'ソコンJど 「.販
7SMK 2 1 1 子 晶.コ クター の 噺 、販
8()エパテック 2 2 ・ 及 贔 の 竃 、販
8 1 7
'ス イッチ
.の リレー の 辱 、貿 易b∂9 ムロン
の 「10 工 1 1
11 工 1 1 子 の9.販
12 シ 6 6 ・ 子dど の'、 販
13 日 1 1 の'
14 セラ 2 2 子 晶 、 の 亀、販
15クラリ ン 1 1 セットTッ の9
16 ξ 1 1 品用小 モータ 噸
17 =噺 29 5 15 9 子 品 、CTV,半 、'.販
18
Fソヤー 5 2 3エ アコン 、 子 レンジ 、 、」 書A¥の9、 販
19芝; 1 1エアコン用モータ及び 亀、販
20芝}子 2 2 サーミスタセン 及ひ 品の'。
21 i 1 クラッチ ・ レー 置 の 噂
22スタンレー 4 1 3 用 ・ 子 品3ど の 噺 、販
23 2 2 口1ワ イヤ ーハ ー ネス 用コ クター 品 の 璽 ・
24 2 1 1圧 センサー、CATV用屋 分配 その'.
25ソニー 5 4 1CTVβミリVTRの'、 販
26ソニーケミ ル 1 1 リン ト配 の 噛、販
27タ 1 1 ワイヤーハー ス.リ ント配 の
28タナシン 1 1 セ ットテー レコー 「
29田' 1 1 子 ・ 用のトランスの 噛・販
1 子の`30 1
31 1 1 子 品 の9・ 販
32 見 所 1 1 贔 の 辱 ・販
33チノー 1 1 及 置 の 噛 ・販
34TDK 2 2 子 品の'・ 販
35ティアック 1 1 品 の'・ 販
367ンソー 4 1 3エアコン.晶 の'・ 販
1 の 「37 1
38 ソード 九 2 2 テレ 用 子 の
39 1 1 子 品 の'・ 販
40 14 11 3 子 晶 、 写 、エアコン、CTVの'・
41 芝5 1 1 マン ン1の 亀
42 取三' 2 1 1ファクシミリ・ECRの9・ 販
43ニツセイ 1 1 フィルムコン7ンサーの販
44日 1 1 コン7ンサー 用 圧 、コンァンサの 璽・販
45日星 1 1 品 の 噛
46日 工 1 1 テー の 断・加工及び 品 入
4i日5 2 1 1バッテリ」 用 源 置の'・ 販
4E 日 噛 1 1 医用 子 の 馳・販
49ハヤ ワ エ 1 1 ワイヤーハーネスの 噛
50ハイ ニア 1 1 GLDシステム 品の 噛・販
51ξ 、'・トニ クス 1 1
… 子
ロ の 亀
52原田工 1 1 アンテ ナ ・ 品 の'・ 販
53日 工 3 1 2 工 の'・ 販
54日立 所 23 1 1 12 9 テレ 、 ラ ン 、流.半 導 メモ リ写どの 噺 ・
55日立マクセル 2 2 アル リ1.フ ロッ ・アィスクの9、 マ クセ ル 晶 の
56平河ヒューテック 2 2コン ユー タ周 辺 の 噺 ・販
5フ 1 1VτR用シリン ー 品加エ
58 士 辱 8 1 5 2
'
、 リンタ、ソフト ェア の設 ・開 発 ・ 辱 ・販
59 士'テ ン 1 1
一 一丁 イ の'
60 士 7 4 3配 ・小 型 モー ター ・モー ル ド 圧 の'・
61 士 化 3 3 スイッチ ン 源 ・ハ イ リッドis・ステッ'モ ータの 「 ・販
s. 士 1 1 、モー タ 用 品 の 「 ・販
63 井 1 1 7CDレ ー ヤー の 噂 ・販
64ホシァン 1 1 子 品の'
65 工 1 1 の 亀 ・販
66マ チモーター 4 1 3 小 モー ター.品 噂 ・販
6. 公下 工 2 2 扇 ・コイル ユ ニット過 又の 「 ・販
菖 ・カ ーオ ー7イ オ 、驕 子 置 の'・ 販68 公下通 工 3 2 1
69 公下 34 1 24 9 ラーCRT/CMT、電子 品、 電、アィス レイ6どの 「・
70 公下 工 9 5 4 言交 用リレー、 リント 及び 、材dどの 亀・販
71 、下 巾 2 1 1 ,測 及ひコン レッサーの'・ 販
72三井ハイテック 3 2 1lCリー ドフレーム 、モー ター ・コァの 「 ・販
6 エレヘー ター 、 、}、 電 子 レン ジaど の ■ ・73三 12 1 5
74 1 1 子 ・ 品 の 璽 ・販
75明星 1 1通 用リレーの 辱
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76 川 .2 2インバ ー ター 、ロボ ットの 馳 ・販 ・サ ー ス
7;山一ハネ エル 4 3 1 調 弁 ・ 御 の 「 ・販
78山田 工 書 1 小型竃 の'
7!YUASA 2 1 1 5、 用 の バッテ リー の'・ 販
80 河 7 2 3 2 工 、 測 、 型 御システムの 閣・販
81ローム 2 2 子 品 の'・ 販
82正興 作所 1 1 低圧 ス イッチ ァ、 断 の 噺 ・販 ・
83 トー キン 1 1 フェライトコア の 子 晶の'・ 販
84長野日 無 2 2 用ABSセン ー、 用受配 置 の 亀 ・販
85 澤 工 1 1OA・ 通 品 の 閣 、アセ ン リ
86 川 所 1 1 言 キ ーボ ー ド2,0A品 ユ ニット 駈
87ユージーエム 1 1 スイッチ 晶の 立、 及 その 品の 「
88ユニ7ン 2 2 動 、 菖、 で 器 の'、 販
89 写 1 1 リント 及ひその の 子 品の 噛・販
90ケン ツド 1 1 システムコンボの 竃
9'昭和 ラスチックス 3 2 1カラーテレ 、アジ セ 品の ラスチック 型 品の 邑
92タムラ化研 1 1 子化子 の'・ 販
93 イジ 2 1 1ワイヤーハーネスの 「・販
94 芝ライテック 1 1 光灯の 噛
95中川電化 1 1 モーター及び 御 の 辱
96日 3 2 1 小型モーター 、材 、小径ヘヤリン の 邑・販
97不ニ エ 1 1 エア コン 品 の 亀 ・販
98 士'ゼ ネラル 1 1 種 及ひ付 品の 辱・販
99 公下 池工 4 2 2 池 ・ 一ハ ッテ リ、トーチの 「 、販
100アル ス 6 6 子 品の 脳 ・販
101・愛知電子 1 1 CATVコンバ ー ター の 「
102い 子 1 1 源用トランス・ハイ リッドIC,ステッ'モータの'
103 一タックス 1 1 用スイッチの 邑
104オ トレックス 2 1 1舳 示 器 の 塾
105KDK 1 1 コン7ンサー用封ロ ムの 辱
106KOA 2 1 1 几器、 子 品の販
107コンテック 3 1 2 コン ユー タの'・ 販 、ソフト ェア の 発
108三 所 3 2 1マイクロモーターCC-ROM用の光 ックアッ 、 気ヘッドの9・ 販
109 元工 3 3 通 用電源 品 の 璽販
17(スミ 1 1 コイルの'
111セイコーエ ソン 5 1 1 1 2 リンタ及 ひそ のOPP.9品 の ・ 「 ・販
,,:タイツ 1 1 ・AV用のフィルムコンTンサー 「
,,: 噛 工 1 1 ファッションテキスタイル用写 の
114千代田インテ レ 3 2 1電子 ・ 気 用 品の 馳・販
115 国通信工 1 1 セメント型固 几 の 噺
116トミタ電気 1 1フェライトコァ の 噂 ・販
1重7Bア レフ 2 1 1リー ドス イッチ、リー ド1ルー ラスチ ック 型 の 噛 ・販
118日 クター 4 4カラーテ レ 、 一7イ 品 、 メラー 一 型VTRの 「 ・販
119日 電・エ 1 1 晶 子の 「
120ネミック・ラム 3 3 スイッチン 源の研男開発 ・ ・ 及ひ 術サ'・一ト
17 フェロテック 2 2 サーモモジュール用 品の 噛
122公下 子 用 1 1 子レンジ用マ ネトロンの 噺・販
123松下 子工 2 1 1 カラーGRT/CMT、半 組立、販
124松下 子 品 3 3 チュー ナ 、リモコン 、 、 コン丁ン サ の'・ 販
125丸興工 1 1 電子 の'
12fミツミ電 3 3 ・通 信 品 の 璽 ・販
12i ・田 所 3 3 チッ セラミックコン丁ンサ、 器の 「・販
量28山一電 i 1 子 品の 舳
129ヨコオ 2 1 1アンテナ、コネクター の'
130ワイケーシー 2 2 リン ト の 亀
131NOK 2 i 1オイルシールの 璽
132合言 385 9 18 234 124
出所 『海外進出企業総覧'98』週間東洋経済により作成。
三洋の事例 一労働力利用型から市場拡大型への変化一
表3は,三 洋グループの中国進出の概況を示 してお り,そ の進出時期をを見ると,80年代前
半 と90年代 という二つの時期 に集中している。これは日本企業が中国に進出する二つのピー
クに合致する。第一のピークは79年から80年代半ば頃 までであ り,中国では改革 ・開放 を実
施 してまもな く,つ まり外国企業の直接投資 と進出を積極的に呼びかけた時期であった。同時
期の 日本企業は中国に進出することにそれほ ど熱心ではなく,三洋はむ しろ日本企業の中の例
外的事例 と言える。三洋が率先 して中国に進出したことは,中 国側でモデルとして大いに取 り
上げ られ宣伝 された。1986～90年,三洋の中国に対する投資は空 白期に入 り,90年代 になる
と,三洋の中国に対する投資と進出は再び活発になり,24社に達 した。
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表3三 洋電機グループの中国の現地子会社一覧表
会社名 設立 形態 所在地 取扱商品
1三洋電機(蛇口)有限公司 198:独資 深増市 オーディオ、テレコ、電子 部品
深土川華強三洋電機有限公司 1984 合弁 深増市 CT>VTR,テレ コ2
3三洋半導体(蛇ロ)有限公司 198' 独資 深珈市 TR.LSl
4広東三洋冷気機有限公司 1984 合弁 仏山市 小型エアコン
5鳥取三洋電機(深封II)有限公司 1984 独資 深馴市 LED表示管
6大連三洋電機制冷有限公司 1992 合弁 大連市 吸収式エアコン
7沈陽三洋空調有限公司 1991 合弁 沈陽市 小型エアコン
8深劫1三洋華強激光有限公司 1993 合弁 深劫1市CDピックアップCCメ カ
9大連本庄化学有限公司 199; 合弁 大連市 吸収式冷媒
10大連三洋冷錬有限公司 1993 合弁 大連市 スー パ ーシ ョー ケー ス
11合肥三洋洗衣機有限公司 1994 合弁 合肥市 全自動洗濯機
12蘇州三洋機電有限公司 1994 合弁 蘇州市 発電ランプ
13大連三洋圧縮機有限公司 1994 合弁 大連市 コンプレッサ
14天津三洋通信設備有限公司 1995 合弁 天津市 コードレス電話
15三洋電機(中国)有限公司 1995 独資 北京市 統括本部
16深増華強三洋能源有限公司 1995 合弁 深坤1市ニッカド組電池
]7深鯛華強三洋技術設計有限公司 1995 合弁 深坤1市AV機器の設計
18三洋家用電器(蘇州)有限公司 1995 合弁 蘇州市 掃除機
19大連三洋家用電器有限公司 1995 合弁 大連市 ジヤーポ ツト
20東莞華強三洋電子有限公司 1995 合弁 東莞市 AV製品製造/販 売
21東莞華強三洋注塑有限公司 1995 合弁 東莞市 プラスチック成形
22東莞三洋馬達有限公司 1995合弁 東莞市 モーター製造/販 売
23大連三洋空調機有限公司 1995合弁 大連市 パ ツケー ジエア コン
24広東三洋科龍冷機有限公司 1996合弁 順徳市 チェス トフリー ザ ー 、ス トッカー
25広東華強三洋集団有限公司 1996合弁 東莞市 傘形投資会社
26大連三洋飲食設備有限公司 1996合弁 大連市 業務用冷蔵庫製氷機タオル蒸し器
27沈陽華潤三洋圧縮機有限公司 1996合弁 沈陽市 空 調 、コン プレッサ
28広州迫生鳥取三洋電機有限公司 1996合弁 広州市 ファクシミリ、キ ャッシュレジスター
29大連スピンドル冷却塔有限公司 1996合弁 大連市 冷却塔
出所 会社資料等による作成。
表3で示す ように,三 洋電機の中国進出地域は沿海部に集中している。これは中国国内にお
ける開放の度合いの不均衡を現すと同時に,こ こから三洋電機の中国進出の目的をも読み取れ
る。進出地域 を細分すると,深 土川・広州を中心 とする華南経済圏と,大 連を中心 とする東北
経済圏の二大経済圏に多 く集中し,ま た,上 海市 に近い江蘇省や合肥市 に2,3社が散在 し,
北京市の近 くの天津市 にも一社設立され,95年には中国事業統括本部が首都北京に設立 され
た。
時期的にみると,80年代前半 に進出する企業の4社が経済特区に集中 し,1社が広州の近 く
の仏 山市に立地する。これらの工場はすべて華南経済圏に属 し,海外市場のための生産拠点と
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いう投資の目的 と密接な関係がある。 さらに,こ れらの地域に分布 している企業の製品を観察
すると,深 坤1を中心 とする華南地域に立地する工場製品は一般に 「軽薄短小」 と言われる電
子製品で,大 連を中心 とする東北地域にはやや 「重厚長大」の機械類や冷凍機製品の製造が集
中す る傾向にある。「軽薄短小」の電子製品は香港 ・東南アジアに輸出し,機械類や冷凍機 な
どは中国市場に向けているため,市 場の近い地域に立地するという三洋電機の中国事業戦略が
うかがえる。
また,労 働力 との関係 をみると,華南地域はより 「軽薄短小」の製品の生産に向いている若
い女性労働力が多 く集 まり易 く,東北地方はかつての中国の重工業の中心であ り,産業基盤が
安定 してお り,産業関連づけが行いやすいためであろう。
投資形態をみると,中 国に進出する外国系企業の形態 を 「三資企業」 という言葉で表 してい
る。 この 「三資企業」 とは独資 ・合弁 ・合作企業 という三形態 を指す。独資 とは外国企業が
100%投資する企業であ り,合弁 とは中国と外国企業双方が共同出資で設立 した会社である。
合作 は必ず しも明瞭な定義がないが,中 国と外国企業双方 ともに資本関係 を結ばないまま,共
同経営 を行っている。表3で示すように三洋電機の子会社 は合作 という形態を取 らず,独 資 ・
合弁企業の形を採 っている。
市場 との関係 をみると,独 資企業の場合は,中 国の外資法の規定 により中国国内への販売が
できず生産された製品をすべて外国に輸出しなければならない。つまり独資企業は一般的に国
際市場向けの生産企業であ り,それに対 して,合 弁企業は出資比率 に応 じて国内販売が許可さ
れている13)。そ して,独 資企業 と合弁企業のもう一つの大 きな区別 は,む しろ経営権の所在
である。独資企業の場合,経 営権は出資側の日本企業にあ り,日本側が意思決定の主導権 を握
っているが,合 弁企業の場合は,経 営権が中日両側 にある。この点は,日本的経営 ・生産シス
テムの移転 と形成に多大な影響 を及ぼすことに留意すべ きである14)。
進 出の目的をみると,80年代前半に進出 した時 と,90年代の進出企業 とでは目的がはっ き
り分かれていた。80年代前半の進出企業は,安 い労働力 を利用することが主要 な目的であっ
た。特に当時独資企業の場合,中 国国内に全 く販売できず,100%が輸出用であった。そして
経済特区に立地する企業は,国内販売を厳 しく制限 されいたので,製品の輸出に主眼に置いた。
したがって,80年代当時,市 場よりも労働力利用のほうが進出の主要な目的であった。
ところで90年代に入ると,中 国市場の占有のための進出 という目的がはっきり現れるよう
になった。中国経済が80年代後半か ら目覚 ましい発展を遂げ,市 場の魅力を見せは じめたた
め,企 業の立地をみると,東北地方や北京,上 海 という大市場の近 くに拠点を作 り,投資形態
は地域本部のほかは,ほ とんど合弁 とい う方式を取 った。 さらに,80年代前半に深坤1に立地
する企業も,戦略的な調整を行い中国市場を占有するという目標をはっきり掲げるようになった。
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以上の三洋の事例は日本企業の進出のパターンと特徴をある程度代表 している。つ まり,日
本企業全般 を見て も80年代には試行時に投資する性格がつ よく,中国の安い労働力の利用が
主要な目的であった。90年代 になると,安 い労働力 を利用するのが依然 として目的の一つで
あるが,む しろ中国市場 をターゲッ トにして本格的に進出する企業が多 くなった。低賃金労働
力利用型から市場拡大型への変化は,日本企業の中国進出の性格変化の大きな特徴の一つである。
∬電子 産 業 の発展 と技 術移 転
1電子産業発展の現状
本節では,ま ず,中 国電子産業発展の現状を概観 し,電子産業の中国経済における位置づけ
を確認 した上で,中 国政府の電子産業育成戦略 を検討する。そ して個別事例の分析 を通 じて,
中国電子大企業の成長 と日本企業の技術移転 との関係を明らかにし,外 国企業の進出及び技術
移転が中国の電子産業 に及ぼす影響を考察する。
(1)リーディング産業 としての電子産業
中国の電子産業は国民経済の中で極めて重要な位置を占め,そ の発展 と育成は非常 に重要視
されて きた。 しかし中国の資金及び技術が不十分であることから,長期にわたりその発展は制
約 されてきた。それを外国からの直接投資 と技術移転により,国内投資不足の問題 を解決 し,
産業の技術進歩を達成 してきた。改革開放以降の20年の間に中国電子産業が急速に発展 し,
産業の規模 も絶えず拡大 し,電子製品市場 も急速 に拡大 して きた。
リーディング産業 としての電子工業の総生産額は1980年100.2億元,1997年4,001.45億元,
1998年4,800億元,1998年は1980年のそれの47倍ほどなった(図2)。電子工業の全国工業総
生産の中に占める割合は1980年には2.02%であったものが,1997年に7.4%へ高まり,国 民経
済の中でますます重要な位置 を占めるようになった15)。
図2中 国電子工業の総生産高の推移
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出所:信 息産業部[1998]
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中国の電子工業は,生 産規模が急速 に拡大 したばか りでな く,従来生産できなかった製品の
生産 も可能になり,生産品種 も多 くなった。1992年と比べて,1997年の主な消費類の製品の
生産量増加の状況を見ると,ラ ジオ ・白黒テレビの生産量は低下 したが,他 の製品は数倍,数
十倍に増加 した。カラーテレビ,ラ ジカセ,及 び電子部品の生産規模はすでに世界の上位 の生
産量に達 した。こうして,消 費類の電子製品は供給不足の時代の終息 を告げ供給過剰の局面に
突入 し,業界の競争はます ます激 しくな り,中国企業と外国企業 との競合関係が形成 され始め
た(こ れについては後述する。)また,通 信,コ ンピュータ,IC等情報化 と密接に関係のある
製品は,経 済発展の新 しい成長分野 とな り,増加の幅 は10倍以上に達 し,情 報化のための技
術装備の能力 を提供 した。
90年代以来の電子製品の輸出額が全国輸出額に占める割合は表4で示 した通 りである。全国
総輸 出額に占める電:子製品金額の割合は毎年増加 し,1995年電子製品の輸出額は165.3億元 に
達 し,初めて輸入額を上回 り貿易黒字を記録 した。電子製品の輸出額が全国輸出額 に占める割
合は毎年増加 してきたが,た だ しアジア通貨危機などの影響 を受けて1998年1～6月期に,十,
数年来初めて前年度 より低下 した。
表4全 国の輸出貿易額に占める電子製品の割合
(億ドル)
項目
年次
電子製品のi電 子製品のi
輸入額i輸 出額
(A)(B)
貿易差額
…●(B -A)
全国のi全 国輸出額に占める
・
i輸轡i電 謙 鯉 合
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出所:信 息産業部[1998]。
こうした中国電子 ・電機産業のす さまじい発展ぶ りは,上 述 した外 国企業とくに日本企業の
進出と直接投資 に密接な関係がある。「8・5」(1991～1995年)計画期間中に,電 子産業の新
しく増加 した1500億の生産高の中で,技 術改造,技 術導入の貢献額は1,000億元に達 した。つ
まり電子産業の発展の中で三分の二の部分は技術導入による技術進歩によりもたらされたのであ
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る16)。
(2)製品構造の合理化
直接投資の構造変化 と表裏の関係になるが,電子製品の生産構造が変化 し,投資類(産 業用)
の製品,消 費類(民 生用)及 び電子部品という三大類電子製品の割合が徐々に合理的な方向へ
向き始めている。1980年から1998年の間に,電 子製品の構造は,部 品類の製品を主 とすると
いう構造から,消 費類の製品を主 とするという構造へ,さ らに投資類 ・消費類 ・部品類がそれ
ぞれ全体の三分の一を占めるという軌跡で変化 し,投資類製品が増加する趨勢を呈する。更に
1998年1～9月は,投 資類の生産高が三大類製品の中に占める割合 は38.8を%を占め,始 めて
消費類電子製品の割合を上回ったのである。この製品の割合の変化は,中 国の電子情報産業の
電子機器の装備能力が増加 していることを示 している(図3)。
図3電 子製品に占める三大類製品の割合
部品類
29%
投資類
38%
撫 魏
消費類
33%
出所:信 息産業部[1998]
また,上 述 した投資構造の変化 と同 じように,90年代 になると中国の電子工業 は単一的な
製造業から,ソ フ トの生産 ・応用,情 報サービス業へ と現代の電子情報産業の方向へ転換 しつ
つあることももう一つの特徴 としてあげ られる。
(3)技術 ・管理 ・経営 レベルの向上
外国企業の中国への直接投資 と現地生産は中国に技術 ・管理 ・経営 ノウハウの移転を実現 さ
せ,電 子企業の技術進歩 を促 し管理能力 をを高めた17)。従来の機械設備 を中心 とするハー ド
面での技術の導入に対 して,現 地生産方式は,品 質管理,企 業経営ノウハウの移転に効果が大
きく,中国の電子企業の経営管理レベルを高め,産 業の発展 を促進 した。
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(4)大公司形成の加速
「小型 ・分散的」中国の電子産業組織 は中国の産業発展を妨げる重要な問題の一つである。
こうした問題は,市 場経済の進展,企 業改革の深化 と共に徐々に解決 され,一 部の優良企業そ
れ自身で,あ るいは外資導入によって大公司へと成長 し,産業の集約度 を高め,大 企業化の形
成 を加速 させた。
2大公司の育成戦略
電子産業は中国で 「支柱産業」 として最重要視 された。それを発展 させるために外資導入 と
技術移転を通 じてその発展 をはかった。一方90年代になると,中 国の経済 と産業の発展に伴
って急増 した外国資本 に対 して,選 別,制 限とい う外資政策を通 じて外国資本の投資構造をコ
ントロールすると同時に,大 公司の育成戦略を通 じて,外国資本 と対抗できるような大公司の
育成 に力 をいれはじめた。
1994年電子工業部は 「電子運[1994]774号で 『電子工業大公司戦略の実施案』 を公表 し,
電子工業の大公司育成の方針 を明確化 した。大公司戦略の実施の目的は,競 争力を備えた総合
力の高い大公司を形成することにより,電子産業の重複分散投資の問題を解決するところにあ
る。 これを通 じて小規模,分 散的な産業構造の調整と,合理的な資源配置の実現を軸に,企 業
の経営管理 レベルを高め,さ らにますます激化 した中国市場での競争の中で外国企業 との対抗
を可能にするための意図 も入っていた。
政府の大公司育成の主要な手段 は,有 望な上位企業に対 して,融 資,外 貨,原 材料,エ ネル
ギーの面や,政 策,情 報,市 場等の面において,有 利な条件 を提供 し,プ ロジェク トの許可,
研究開発項 目,発展基金面で優先的に考慮するという優遇措置 を講 じることである。
大公司の育成策 としては,三つの道があげられていた。第一に,重大プロジェク トを中心に,
直接,大 規模 な株式会社 を設立する。例 えばビデオデ ッキを製造する中国華録公司はこの方式
である。第二 に,すでに一定の技術 と実力と基盤 を持つ上位企業は,さ らに吸収合併を通 じて
徐々に大公司の形成を図る。第三に,科 学研究院 をベースに,企 業,研 究所,大 学の間の連合
を構築 し,積極的に大型プロジェク トを請け負うことによって,ハ イテクの総合産業集団を形
成する。ここでの大型プロジェク トとい うのは,「三金工程」18)を代表 とする国家級のプロジ
ェク トである。この 「三金工程」の提案 により,外国の大企業 も相次いで中国に合弁の可能性
を打診 し,中国に進出の意欲を高めた。三金プロジェク トの提起と実施は中国の電子産業の大
公司化 を促進する役割を十分に期待で きる。
また,政 府は.「電子百強企業」19)という活動 を通 じて,電 子産業の発展 と大公司の状況 を
把握 し,上位企業は政府 の 「大企業戦略」 の育成 の対象 となる。「電子百強企業」の発展 は,
表
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1987,90,93,95年の四 度の 「電子百強企業」 の上位20社を取 り出して,表5に 集約 し
た。 この表 を参照 し,電 子企業の上位20社の変動 から,外 国企業 との関係 を検討 しよう。
1987年,上位20社の企業は,6位のカラーテレビ部品のカラーブラウン管 を製造する企業のほ
かは,す べてがテレビの最終製品 を製造す る組み立てメーカーであった。 これは中国電子工業
の本格的なス ター トはテレビか ら出発 したという事実 を示 し,当時の電子産業構造 は 「命系彩
電」(命がカラーテ レビ業に関わっている)と いう一点集中型の産業構造であったことが読み
とれる。
98年になると,カ ラーテレビとその部品を製造する関係メーカーは,9社(1,3,4,5.9,
10.17,19,20位)に減 り,そ れらのメーカー 自身 も総合電機会社 に転身 した企業 も少な く
ない。 この事実から中国の電子産業の構造は,80年代 のテ レビー製造メーカーのみの構造か
ら脱却 し,それ以外の製品を製造する電子メーカーも登場 した。それは,コ ンピューター関係
企業が3社(2,5,6位),電話,通 信 関係が3社(12,13,15)などである。中国の電子産業
構造はテ レビ製造業の単一構造か ら,コ ンピューターや通信機などへ広が り,産業の高度化が
進んできた軌跡がみられる。
売上高 を見 ると,1987年の トップ企業であった上海電視機は5.76億元であったが,1998年
の トップ長虹 は160.7億に達 し,そ の28倍になる。10年間の中国の電子産業の急速的な成長ぶ
りを伺え,中 には国際的な大企業 を目指 している企業 も現われている。 また,1998年「百強
企業」企業数が全業界の企業数 に占める割合は3%弱であるが,電 子工業売上高の76%,利益
税金総額の80%を占めるようになり,産業の集中度が高 まったことを示 している。同時に,同
表の各年次の企業における順位の変化 を見てみる と,上昇組 と脱落組の上下の変化が激 しく,
特に90年代以降の変化が大 きく,企 業間競争の熾烈な状況 を現わし,中 国経済の計画経済か
ら市場経済への激 しい変化の状態を表 している。
次に大企業への成長過程 と外国企業の進出との関連に着 目し,その成長パ ターンを類型化す
ると,「中国企業」,「準中国企業」,「外国企業」 という分類20)となる。「中国企業」 というの
は,純 粋の中国の資本で,外 国企業の資本が入ってない企業 を指す。それに対 して合弁企業の
場合は,中 国 と外国の共同出資で設立 したので 「準中国資本」 と定義され,100%の外国投資
の企業は,「外国企業」 と分類され,別 の呼び方として 「独資企業」がある。
「百強企業」の選出基準によると,「中国企業」,そして中国側が支配株 をもつ 「準中国企業」
は選出される条件をみた している。換言すれば,こ の 「百強企業」に入 ることは,中 国の企業
として認め られたことを意味する。上位企業20社の中の,テ レビを製造する企業,1位の長虹,
5位の彩虹,9位 の青島海信 はこの中国企業の代表である。これ らの企業の特徴 は,外 資は入
っていないが,80年代か ら外国企業 との技術提携,技 術導入に積極的に取 り組 んできたこと
中国電子産業の発展と日本企業の国際化 一 51
である。次 に,長 虹の成長 と日本企業 との関わりを検討する。
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上に見たように,長 虹は 「電子百強企業」の トップに位置づけられる。つまり長虹は中国電
子企業の代表格の企業である。1987年当時,「電子百強」の10位に位置 したが,10年の問の努
力によって,1996年に トップの座 を獲得 した長虹は,独 自の道を歩んで成長 してきた 「中国
企業」の代表として注目されている。
長虹の正式名称は 「四川長虹電子集団公司」 と言い,そ の前身である国営長虹機器廠 は,国
家の 「1・5」期(1953年～1957年)に西南地域(四 川省綿陽市)に 設立された軍需品製造企
業であった。主 な事業はレーダー(飛 行機用)な どの研究開発,生 産であ り,1970年代末 ま
でに年間生産額はわずか1千万元過 ぎなかった。
70年代 中期以後,長 虹の軍需製品の受注が激減 した。長虹は 「細密 な研究により,巨大な
市場潜在力のあるテレビを選択 して,民 生品を生産 し,方 向を転換すると決断 した。 しかし国
家の計画の枠 に入れて くれなかった」。 この ように長虹の軍民転換(軍 需製品の製造か ら民生
品製造への転換)の 企画 は,国家の計画管理の壁にぶつかった。 しかし逆に参入当初か ら強い
市場意識をもって取 り組 むことがで き,計画経済からの束縛 も緩やかで,国 家の計画に従 う義
務 もないという利点 もあった。 この点は長虹の後の発展 に対 して決定的な役割を果たす。
長虹はテレビ製造業への参入において,他 の多 くの国有企業と同じように技術の獲得 として
は外 国企業からの技術導入 を決め,1980年に長虹は日本の松下電器 と技術合作 を行い,白 黒
生産ラインとカラーテレビ生産ライ ン2本を導入 し,テ レビ生産 を始めた。 しかし,国 家計画
の枠 に入れなかったので,参 入初期は,他 の国家の計画内の定点テレビ製造企業と比べて不利
な状況に置かれていた。つまり国か ら設備投資資金の投下が期待できない し,重要な部品の配
分 もなかったからである。投資資金は委託加工,補償貿易の方式によって稼いだ外貨に頼った21)。
これにより当時の国家指定の重点工場 より多少遅れをとった ものの,長 虹は軍需企業から本格
的に民生品を製造する企業への転換を果た した。翌年長虹の民生品の生産額は全社生産額にお
いて,前 年度の20%から86%へ伸び,主 力製品に成長 し,1984年には生産量が ようやく7.6万
台に達 した。
1984年は,経 済過熱 により政府が金融引 き締め政策 を実施 したが,長 虹はこの不利 な情勢
の中で,周 囲からの非難の声を排除 し,カ ラーテ レビの生産規模 を拡大 しようと計画 した。
1985年松下 と2回目の技術合作を行い,カ ラーテレビ生産 ラインを共同で研究 ・開発 し,年 間
36万台のカラーテ レビの生産能力を持つラインを製造 した。1986年は全国各地の工場が外 国
か ら100本以上のラインを導入 し,「小規模 ・乱立」の企業が一層深刻になった時期であ った。
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長虹はカラーテ レビ技術の導入 と吸収に集中 し,また松下からは生産,品 質,経 営管理ノーハ
ウを習得 し,人材育成の経験 も蓄積 している。3年後に,長 虹は自己設計で,当 時中国で最 も
スピー ドの速い,1日(8時 間)1000台のカラーテ レビを生産で きるラインを製造 した。投入
資金 は輸入ラインの半分以下であった。
長虹は自らの生産 ライン製造能力 を十分に発揮 して,そ の後6本のラインを増設 した。これ
により生産能力 は急速に伸 び,'1989年に長虹の生産量はすでに44万台に達 し,1992年に100
万台を突破 し,1998年の生産量は900万台に達したという。1996年に長虹のカラーテレビ生産
ラインは19本になり,他の部品製造 ラインと合わせて30本を数えるまでになり,各種の精密
計器 は4000台になった。長虹が切望 していた規模 の経済が達成 されたのである。
1995年,長虹は一方 日本の東芝 と技術提携 をして,中 国市場 と消費者の好みに合 った大画
面テ レビを共同で設計,開 発 した。1995年末には超大画面 「紅太陽一族」 ブラン ドのカラー
テ レビが長虹で誕生 し,輸入品と同レベルの性能,画 質,音 質を達成 したにもかかわらず,輸
入品の価格 を30%下回ったため,消 費者の大好評 を得て,順 調な売れ行 きを記録 し業績 をい
っそう伸ば した。
長虹は技術導入及び技術の吸収 ・消化 を通 じて,企 業の技術力を高めただけでな く,導入 し
た技術 を急速に生産力に転換 し市場の需要に沿った製品をつ くることにより,企業の収益力 を
高め,生 産の規模を拡大 させることに成功 した。
長虹の 日本企業からの技術導入,技 術吸収は飛躍的な成長の要因の一つであるが,こ のほか
に,長 虹が同業他社 と比べて市場経済への積極的な取 り組みを実施 したこと,計 画価格束縛へ
の抵抗 と独 自販売体制の構築,優 れた経営戦略,情 報重視,独 自の生産管理方式の形成,労
働 ・人事 と分配の制度の改革,安 い労働力の利用などもあげられる。こうして長虹は中国企業
として成長 し,外 国企業 との競争の中で代表的な企業 として注 目されるに至 った。
皿中国 企 業 の成 長 と日本 企 業 との競 合 関係
本節では,中 国企業の成長 と外国企業の進出及びその競合関係の形成 について検討 し,アメ
リカ企業の進出事例 と比較 して,日 本企業の中国進出戦略の問題点を検討する。
1外国企業の進出に対する反発 と批判
外資導入 と外国企業の進出は,中 国の電子工業の発展 に対 して,量 的拡大や質的向上の商面
において大 きな役割を果た した。一方,90年代に入ると,外 国企業の急速な進出拡大により,
中国は自国の産業発展,い わゆる民族工業の発展 に対する脅威 を感 じ,「外 国企業の進出と民
族工業の興亡」の議論が盛んに行われるようになった。
上述の事例で検討 したように,テ レビを代表とす る家電製品の国有企業は,80年代に外国
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企業の技術提携や技術導入を通 じて成長 し,生産量 も不足の時代から過剰の時代に入った。技
術導入初期に形成 された 「小規模,分 散型」の産業組織が企業間競争が激 しくなるにつれて,
吸収合併 を繰 り返 し,現 時点ではある程度集約の方向へ向かっている。 ところで,90年代 の
半ばには,外 国企業の進出,合 弁企業の設立 ブームが再び起 きた。テレビ最終組立の例を取る
と,80年代には,中 日合弁企業 は先発進出の 日立と三洋の進出よる僅か2社 しか存在せず,90
年の半ばになると44社に急増 し,,ある程度の規模に達 したものが10社ほどである。90年代に
新 しく進出 したテ レビの組立メーカーでは日本企業が多数を占める。 これによって,す でに飽
和状態に達 していたテ レビ市場は さらに供給超過に陥 り,と うとう1996年春夏両期のテレビ
メーカーの 「価格戦争」22)を引 き起 し,市場 シェア拡大ための激 しい値下 げ競争が起 きた。
この中で,上 述 した長虹は 「民族資本」の代表 として 「産業報国,振 興民族工業」 というスロ
ーガンを掲げ,外国の製品 と対決する姿勢を見せている。新聞や雑誌などのマスメディアでも
頻繁に 「民族工業の振興」という言葉が使われるようになった。
90年代にテ レビ企業の合弁ブームが起 きた要因を考えると,中 国の国内競争環境の変化や
企業行動 と地方自治体の関与などが挙げられる。テ レビの上位企業は,激 しい競争を勝ち抜 き
大企業への転身を図るために,外 国企業特 に日本企業の技術と経営ノウハウが必要にな り,ま
た,経 営不振 に陥った中小製造 メーカーも,企業の生 き残 り策 としてそれぞれ外資の手 を求め
た。一方,地 方自治体 も地域の財源確保や雇用維持,そ して地域内の企業が救済を必要とした
時の手段 として外資に目を向けていた。
直接投資の導入 と外国企業の進出のブームについては,中 国経済と産業の発展に対 して,賛
否両論がある。外資の利用は中国の 自国産業の発展に対 してメリッ トが大 きいか,そ れともデ
メリットが大きいか,多 くの人々がそれに対 して疑問を持ち始め,む しろ中国の市場がますま
す外国企業の製品に浸食されつつあるのは中国にとって望ましくない結果 と考え,中 国の民族
工業の将来に対する不安や,外 国資本 に対する反感 も生 じて きた。
テ レビ企業を代表 とする,あ る程度発展 してきた中国の産業分野では,危 機感をもって外国
企業 と競争 していこうとしているが,コ ンピューターや通信業界 に象徴 されるような先端技術
産業については,外 国企業と競争す るどころか,外 国の輸出品と多国籍企業の進出により中国
.の企業の発展の余地が一層狭 くなり,滅亡の危機に直面することになった。移動通信,光 ファ.
イバー通信,衛 星通信の市場の90%は外国企業の製品に占有 されている。マイクロコンピュ
ーターの販売市場 に限れば,1986～90年までの中国企業の市場 シェアは70～80%を占めたが,
最近では20～30%まで低下 している23)。「外 国企業の中国への大規模 な進出により,中国の
電子市場で市場争奪戦が演 じられ,中 国の民族電子工業は大 きな衝撃 を受け,厳 しい挑戦に直
面 している」24)とい う憂慮の気持ちを表す論述があ り,さ らに 「中国の民族工業はすでに最
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も危機に瀕 した状況になっている」25)と警告する声 もある。
2日本企業に対する評価の変化
こうした中で,と くに日本企業 に対する批判の声 も高 く,中国企業は日本企業 と対決の姿勢
を示 し,日本製品の中国での評価の低下 も始まった。『中央公論』の莫邦富氏の言葉によれば,
競争のなかで 「日本の家電メーカー神話の崩壊」が起こり中国で 「敗走」しは じめたのである26)。
それは,1996年春の 「価格大戦」をきっかけに,日 本企業の製品の シェアが中国で低下 し
はじめたことを指 している。上述 した中国テレビ大手メーカー長虹は値下げ作戦を行い,長 虹
のシェアを大幅 にアップさせ ることによって,日 本企業及 び中国国有中小メーカーのシェア低
下をもたらした27)。
かつての日本企業の中国進出と技術移転は,中 国の電子産業基盤の確立に大 きな役割 を果た
し,中 国の電子産業の近代化のために貢献 したし28),日本 の製品 も中国消費者のあこがれの
的 として評価が高かった。 なぜ,日 本企業 は90年代半ばになると,中 国で評判を低下 させ
「敗走」 しはじめたのだろうか。
上記の莫氏の議論では 日本企業の中国進出にさらに二つの問題点 を指摘 している。第一に,
欧米企業 と比べて日本企業は明確 な市場意識がない。欧米企業には中国市場を占領するという
明確な意識があるが,日 本企業は市場 よりも低賃金労働力利用 を主要な目的にし,特 に中国の
広大な農村市場に目を向けていなかった。第二に,ア フターサービスの面では,中 国企業に及
ばない面がある。つまり,中国企業は行 き届いたアフターサービスネッ トワークと条件 をもち,
中国消費者の信頼を得たが,日 本企業はそれを重視 していなかったという。
この指摘にはある程度正 しい面があるが,問 題の本質をつかんでいない。確かに日本企業は
沿海地域 に大量の海外への再輸出するための 「生産拠点」を設立 したが,そ れは決 して 日本企
業の中国市場の放棄を意味するわけでない。むしろ日本企業は中国投資で労働力利用型 と市場
拡大型の投資 を分け,沿 海地域に安い労働力利用型を中心に投資を行い,内 陸部や大都市で設
立 した現地法人はむ しろ中国国内市場を主なターゲ ッ トとする。 とくに90年代になると,安
い労働力利用型 と中国市場型の投資を平行 して行い,中 国市場 を狙 った目的をはっきり持つ よ
うになっている。アフタサー ビスの面については,後発の中国企業は,世界で もっとも厳 しい
中国の消費者29)に対応するために,ア フターサー ビスを強化せ ざるをえない結果,広 いサー
ビスネットワークと行 き届いたサービスノウハウを形成 した。 この点を先進国である日本の家
電消費者に慣れた日本企業に理解することは困難なことである30)。仮に 日本企業が理解で き
ても,広 大な中国の中で,膨 大なコス トをかけて中国企業に匹敵するアフターサービスネット
ワークを作 る必要があるかどうかの問題がある。
それ よりも,む しろ日本企業の中国進出の最大の問題点は,長 期的な製品戦略の欠如ではな
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いかと考え られる。80年代に日本企業企業の進出及びその製品は中国で歓迎をうけたのは適
切な製品を持ち込んだからである。家電ブームなのにいい製品が作れない中国メーカーに対 し
て,日 本企業及びその現地生産拠点は高品質の製品を提供することで中国で人気を博 した。と
ころが90年代 になると,技術移転及び蓄積によるキ ャッチア ップによって中国企業はすでに
市場に品質の高い家電製品を供給で き,さ らに中国の消費者のニーズに合 うアフターサービス
を提供できるに至ったことを考 えれば,一 般家電製品ではむ しろ中国の企業に優位があるので
ある。
こうした環境変化に対応するため,日 本の電機 メーカーは90年代 になると,そ の中国投資
戦略,特に製品戦略の面において転換の必要な時期をむかえるが,実際には転換するどころか,
むしろそのまま強化 してしまったのである。それには次の幾つかの原因が考えられる。一つは
中国市場の変化に気づかない,ま たは気づいて も戦略転換を怠る,さ らに新技術,新 製品を出
し惜 しむなどである。おそらく後者の理由の可能性が高い。
この面をさらに追求すると,そ の根底はむしろ,日 本企業の伝統的な対外投資戦略 と深い関
係がある31)といわざるをえない。 この伝統的な対外投資戦略 とは,日 本企業は海外投資にお
いて,特 に東 アジア諸国への直接投資の場合,一 般的な最終組立品や消費財 に象徴 されるよう
な成熟 した技術あるいは製品ついては利益 をある程度度外視 しても積極的に投資 し,生産拠点
を設立 したが,そ の製品のコアの部分 としての中心的な備品や高級 な製品 ・生産財 などを国内
に残 したのである。これによって現地の消費ブームを引き起こすことによって,中 心的な商品
の輸出を通 じて利益 をえることを目的としたのである。なぜ このような戦略 をとるかとい うと,
おそらく資源のない国 としてやむを得 ないところがある。
後発工業国に対するこうした 日本企業の海外進出の戦略は,80年代初頭 には中国に通用 し
た。なぜ なら,当 時中国の最終組立技術 と企業が弱かったからである。 ところで,90年代 に
はいると,と くに92年～93年頃には日本企業の中国の進出ブームの中で,中 国の低賃金労働
力 を狙って大いに利益 を得るように,と いう戦略を明確に掲げるようにな り,同時に上記の伝
統的な製品戦略はそれほ ど転換 しておらず,依 然としてそれに執着 した結果,中 国の産業発展
の現状にマッチ しなかったため,矛 盾が深刻化になったのである。
こうした日本企業の行動に対 して,中 国の学界で も産業界でも,日本は中国に成熟化あるい
は,陳 腐化 した技術と製品を中国に積極的に持ち込 もうとするが,新 製品はなかなか出 さない
という批判の声が少なくない。こうして日本企業の戦略は中国の電子産業の発展 レベルの低い
70年代末及び80年代ではまだ問題がなかったが,中 国電子産業が飛躍的に発展 し,欧米企業
の進出も活発化する90年代 になると,日 本企業のこうした戦略はますます通用 しな くなり,
不利 な立場に置かれることになった。
56 一 経 営 論 集 一
例えば,カ ラーテ レビ製造業を例 にすると,90年代 になると,中 国ではすでに生産過剰 に
な り,1997年現在,中 国テ レビ製造能力は6,736万台に達 し,その中で,カ ラーテレビの製造
能力 は5,069万台に達 した。 ところがその実際の生産量は3,244万台であ り,生産能力の48.1%
しか達成で きなかったのである32)。ところで,日 本企業は90年代にテ レビ製造業にさらに投
資 し,2000年には日本企業の中国現地生産能力は中国のテレビ市場を独 占する能力を持つ と
い う33)。
こうした中で,中 国企業の危機感 ももたらされ,日本企業のこの分野の投資に対 して反感が
起 こった。上記に述べた長虹の値下げ作戦は,こ の背景のもとで行なわれ,そ のターゲッ トは
日本企業であ った。こうした日本企業の さらなる投資は中国の家電市場で過当競争 をもたらし,
中国企業の反発 を引 き起 こし,また生産過剰による大幅な値崩れは,こ の業界の収益の低下を
もたらした。 さらに上述 したアフタサービス面の 日本企業の不利な面 を加えて,中国での市場
シェアを低下 させ るに至ったのである。
こうした事情を踏まえれば,プ ロダク トサイクル論あるいは雁行形態論に従い,成熟産業 を
順次に現地企業に譲 り,先進国の 日本企業は製品戦略を調整 し,新 しい製品に投資するほうが
賢明であろう。この面では欧米企業はよい例である。アメリカ企業のモ トローラの事例と比較
して考 えよう。
3アメ リカ進出企業 との比較 一モ トローラの事例 一
1980年代後半アメリカのモ トローラ社が中国へ進出 し,1992年天津の経済開発区で現地生
産を始めた。投資形態はモ トローラ社の100%の独資企業であ り,中 国で初めて移動通信体
(携帯電話)を 生産する企業であった。当時携帯電話は中国では今 日のようにそれほど人気が
なかったのである。中国人にとって高価な贅沢品である。 しか し,モ トローラは携帯電話を選
んで中国に投資 して市場の先取 りを したのである。 こうしてモ トローラの中国でのシェアは
70%ほどにな り,販売額 は中国電子企業の中でナンバーワンとな り,ハ イテク技術 の投資企
業の成功モデルとして宣伝 された。中国サイ ドからみれば,中 国の工業化に対 して,成功とい
えるか どうか,ま だ検討す る余地があるが34),米国企業のモ トローラは,中 国企業が まだ生
産できない携帯電話 を選び中国で独占利潤を享受 し,中国の企業に参入する余地を与えなかっ
たにもかかわらず,か えって中国で好評 を受けたのは,中 国にはそれに抵抗 し,競争できる企
業がないか らである。モ トローラ本社側の立場から見 ると,中国携帯電話市場 を独占し大量の
独 占利潤を獲得 したことは,一 応成功であったと言えるであろう。
80年代の 日本企業のテ レビ企業の中国への進出は,中 国の技術の レベルに合致 した技術 を
持 ちこみ,漸 進的な技術移転を行 うことにより,中国テ レビ産業の急速な発展をもた らし,中
国側からみて も評価すべ きであろう。 しか し,同 じテレビ製造業でも,90年代になると,む
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しろ成熟 した産業 として,中 国にさらなる進出をすると,「脅威」的な存在 とな り,現地企業
の反発 をもた らすばか りである。つまり90年代では,中 国の電子工業の発展及び市場環境 も
変化 し,中 国の国内テ レビ企業の生産量がすでに市場の需要を大 きく上回 り,「過剰経済」へ
移行 し,企業間の競争が激 しくなった。この市場過剰の中で 日本企業が さらに進出すると,当
然同業他社の中国企業の反発を引 き起こし,長虹をはじめ とする中国企業か らの強い抵抗を受
けたのである。
モ トローラの場合,ハ イテクの技術を持 ち込んで,中 国の産業技術 レベルとある程度ギャッ
プを開いても好評を受けた理由は,上 述 したようにプロダクトサイクルにあっていたからであ
る。日本企業の中由進出が成熟 した製品,過 剰製品に執着 した結果,成 長 した中国現地企業の
強い抵抗 を受 け,反発 をもたらしたことは当然のことと考 えられる。つま り,製品のプロダク
トサイクルに伴 う投資の タイミングの問題 とかかわっているのである。
したがって,中 国の産業発展と変化 に見合 う製品戦略 をとり,日本企業は中国進出における
製品戦略を調整 し,転換すべきであろ う。すでに生産過剰の製品,低 付加価値の家電製品の分
野に追加投資 し中国企業と戦い,双 方 とも損傷 をうけるよりも,新技術 と新製品で新 しい市場
を開拓するほうが,高 い技術優位 をもつ 日本企業にとって得策である。
上述 したように,中 国の電子産業の発展の重心は,80年代の消費財の時代から90年代にな
ると,す でに投資財の時代に転換 した。これに対 して欧米系企業が この中国産業重点の転換に
うまく対応 したのに対 して,日本企業は 「腰が重い」 ようである。 日本企業はモノづ くり,生
産システムの優位に頼るだけでなく,適切な製品戦略を取 ることによっては じめて海外事業の
成功につながるであろう。
こうして日本企業の中国で 「敗北」する事業は,耐 久消費財の家電製品に集中することにな
る。その原因は日本企業の製品戦略が欠如 していることにあることは明らかである。この意味
では莫氏の前記論文での,日 本企業の市場占有の意識が欠けているという指摘は部分的に妥当
といえるかもしれない。つまり,どの市場 をね らうか ということである。成熟 した産業の市場
を狙 うか,そ れ とも新製品で新 しい市場 を開拓するかにある。
中国の工業化は発展途上であ り,まだ技術のレベル も低 く発展すべ き分野も多い。成熟 した
産業で中国企業 と競合する領域に投資するよ りも,日本企業の優れた技術,優 位に立つ技術を
生かせる分野に投資するほうが両国に有利であろう。そのために,い ままでの投資戦略に変わ
り,投資構造 を調整 し,長期的な投資戦略が建てる必要があろう35)。つ まり,現地に必要か
つ適切な分野に投資することは,両 国の企業に有利であろう。
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外国企業 とくに日本企業の直接投資 と進出は,中 国の電子産業のめざましい発展をもたらし
たが,90年代以降の直接投資の急増 と企業の急速 な進出により,中 国の企業の発展 を脅かす
ようになった。 しか し,国際化が深まりつつある中国経済はその一旦開放 した ドアを再び閉 じ
ることは困難であるし得策ではない。この危機に直面する中国の企業の積極的な努力を通 じて
競争力を高めなければならない。 このことはすでに中国の自国産業の存亡 にかかわる重大な問
題 となっている。また,実 力のある多国籍企業と競争するには,ま だ全体的に弱体な中国企業
の力だけでは不十分であ り,政府の適切な外資政策の制定 と実行が重要であろう。従来の外資
導入政策の力点はいかに多 くの外資 を呼び寄せるかにあったが,こ れからはどのように して外
資の導入と利用が中国の産業競争力の向上に結びつ くかについてさらなる明確 な目的をもつべ
きである。この点については,中 国の政府関係部門及 び有識者がすでに認識 し始め,外資政策
も転換 され始めている。外国資本の導入 と利用のジレンマの中で,中 国産業の発展 を図るため
に,中 国の政策当局が,外 資導入 と利用の適切な度合いを調整 し,誘導することは今後絶えず
解決に取 り組むべき長期的な課題であろう。
一方,進 出側の外国企業,と くに日本企業の集中豪雨的な投資は,成 熟 しかつ過剰な分野の
市場 に一層火に油を注 ぐような効果 をもたらす。テレビを代表 とするような成熟製品,中国で
すでに過剰な ものの分野に投資は避けるほうがよい。中国においてまだ技術のレベルの低い分
野,そ してまた生産できないものを選ぶほうが両国に有利である。中国では外資の選別の時代
に入ったが,投 資側のほ うの 自己選別 もむしろ重要な課題である。ある程度の競争は重要であ
るが,悪 性の競争,中 国企業をつぶす ような競争では現地の反発をもたらすばか りで両国にと
って不利である。
日本企業 と中国企業 との共生の路はあるのであろうか?こ れか ら両国の共通で長期の課題
として,模 索 しつづけるべ きであろう。筆者は,と りあえず,以 下の幾つかの面での両国の企
業の協力 しあ う分野を考えている。
第一に,中 国の既に成熟 した産業,中 国の企業 と競合 し,市場を奪い合 う産業における,大
規模な 「集中豪雨」的な投資行動は避けるべ きであ り,それよりも中国の工業化のために必要
な適切 な分野を慎重に選び,投 資を行 うべ きであろう。つまり家電産業のように 「敗走」 しは
じめるまで競争するよりも,中国で もっと必要な技術分野に力をいれるほうが賢明であ り,貴
重 な資本は投下すべ き場所を選んで使 うほ うが望 ましい。そのためにいかなる製品を選び,中
国の市場でこれから何か有望なのか,綿 密 な調査 と予測が必要であろう。この点 についてもう
す こし敷術す ると,このことは中国に対することだけでなく,日本企業の世界投資戦略,グ ロ
ーバル戦略の再検討 も要求 している。従来の後発工業国に対する伝統的な投資戦略をかたくな
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に守 り,または安易に低賃金労働力 を利用することに甘 んじることは,先 進国 としての 日本企
業 に相応 しくない行動であ り,今のグローバル規模での大競争時代に通用 しなくなってきた。
新時代に相応 しい投資戦略への転換は日本企業の国際化 に課せ られた重要な課題である。
第二に,中 国産業高度化 と市場化進展の中,も のづ くりの技術 よりも製品開発の技術はます
ます重要になってきている。 自動車企業の トヨタ36)の中国での研究開発センターの設立など
の試みを行う企業が増加することが望ましい。
第三に,人 材育成 と活用の面では日本企業はす ぐれたノウハウをもち,優 位に立っている。
その仕組みは中国への移転と形成によ り,中国の産業の発展のため,す でに大 きな成果をもた
らしているが,こ れからも両国の産業協力の長期的な課題 となる。
第四に,本小論にややはなれたことであるが,中 国産業の発展にとってもっとも重要な点の
一つが経営者の育成への協力である。中国企業の発展 と改革の上で もっとも欠けているのが経
営者の人材である。 日本の経営者の育成の経験,方 法,ノ ウハ ウなどを中国へ移転 し,優秀な
経営者人材 を育成できれば両国の企業,産 業,経 済の発展のためにはかりしれない効果が期待
できるであろ う。
注
*本稿は,筆者自身のフィール ドワークに基づ くものではないので,い まだ試論的なものであることをあら
かじめおことわりしておきたい。
1)『電子工業統計」1990及び 『中国産業発展報告』1998年による。
2)一 例を挙げると,1981年電子工業部門でもっとも早 く直接投資によって設立された中日合弁企業である福
日公司を見学 した政府のある高級幹部は,外国企業側に配当があるということを聞いて,こ れは 「植民地
経済」であ り,批判すべきだと指示した。干致田[1997]を参照。
3)『電子工業統計」1990年による。
4)国 民経済情報化の推進のために,国家レベルのプロジェクト 「金字工程」が電子工業部から提案 された。
最初に 「三金」を提出したが,そ の後また多くの 「金字工程」(金税,金 智,金農,金 衛,金企,金 宏,金
蜂)を追加 した。「金」は 「黄金」の略語で国家の最:重要なプロジェク トの項目であるという意味合いを示
すためであろう。
なお,も っとも重要視される 「三金」プロジェク ト工程は金橋 ・金カー ド・金関工程である。金橋工程
の全称は国家公用経済信息網工程であ り,内容は,全 国超高速電子通信ネットワークを構築することであ
る。金カー ド工程の全称は金融電子化工程であり,内容は銀行自動オンラインシステムを整備することで
ある。 金関工程の全称は国家対外経済貿易信息網工程であり,輸出入貿易の手続 き,税関業務の自動化 ・
オンラインシステムを設立することである。
?
?
??
??
今 井 理 之[1997]69ペー ジ を参 照 。
テ レビの 生 産 過剰 に対 して,1997年国 家計 画委 員 会 が,カ ラー テ レ ビ とブ ラ ウ ン管 の 生 産 ラ イ ンの 新設 ・
拡 張 を認 め な い と通 達 した。 丸 川 知雄[1999]131ペー ジ。
日本 の会 社 で は松 下 ・東 芝 ・日立 ・富 士 通 ・ビ ク ター ・TDK・NEC・ ソニ ー ・シ ャー プ ・三 菱 ・三洋 や
ケ ンウ ッ ドな どの大 手 総 合 電子 メ ー カが あ り,ア メ リ カで はIBM・Microsoft・Intel・Compaq・Apple・
モ トロ ー ラ ・AT&T・ベ ル ・Xerox・GEなど の会 社 もあ る。 ドイ ツの シー メ ンス(SEM),オ ラ ン ダの フ
ィ リ ップス の ほ か に カナ ダ,ス イス,イ ギ リス な どの大 手 電 子企 業 も中国 に 進 出 した。
例 え ば1995年末 まで に設 立 され た上 海 市 内 の227社の 外 資 系 電子 企 業 の うち,投 資 金 額1,000万ドル を超 え
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る企業は42社に達する。
北京に立地する北京フィリップス有限公司,北京国際交換系統有限公司,北 京JVC電子産業有限公司と
いった三つのプロジェクトの契約金額合計でL4億ドルに達 した。中国の四通公司と日本三菱の間で設立さ
れたIC生産の合弁企業では,第一期の投資金額は1億ドルに上り,第二期の投資はそれをはるかに上回る
15億ドルを見込んでいるという。
台湾の中華映管司は100%の台湾資本の企業で福州市で総投資金額4.3億ドルを計画 し,第一期の投資額
は8,000万ドルに達した。アメリカAT&Tはすでに中国に5億ドルを投資する契約を結んだが,さ らに11.5
億 ドルの投資を追加 し中国で通信機設備,マ イクロエレクトロニクスの電子企業の設立を発表 した。カナ
ダの北方電迅公司が中国の電子産業に1.3～1.5億ドルを投下 し,広東でDMC通信機製造工場とR&Dセン
ター,北京で北京郵電大学貝ホ北方研究所電迅発展実験室,上 海でLSCの製造企業を設立 し,プロジェク
トごとに平均3,800万ドルを投下 し四つの事業を実施すると発表した。
(以上r外 資投資年鑑」1998による。>
9)北 京市の電子合弁企業463社の中でソフ トの制作と販売の事業に従事する企業は255社あり(1992年登録
数),全体の55.07%を占めた。
10)1986年までの投資側の国と地域は,香港,日 本,ア メリカ,ベルギー ・西 ドイッ ・オランダであったが,
1993年になると,以上の国と地域の他に,台 湾,シ ンガポール,タ イ,カナダ,オース トラリア,マ レー
シア,オ ース トリアとケニアが加わった。干致田[1997]を参照。
11)例えば,IBMの中国公司は中国で独資の公司を設立し,その傘下に6社の子会社を設立した。その他に各
種類の合作パー トナーが72社,PC機の専販店200店舗 と全国各地に組織を広げ,コ ンピュータ関連会社の
中で最 も投資額の大 きい企業になった。シーメンスの中国での合弁企業は20社,年間売上高10億ドルに達
し,2000年になると営業額は70億ドルにまで伸びると見込まれている。Hewlett-Packardは中国で8つの子
会社を抱え,売上高は5.5tiドル,1985年の3,20C万ドルの17倍に増加 している。Compaqは中国で18社の
販売拠点を持ち,1996年の売上高は3億 ドルで,中国PC市場シェアの9.1%を占めている。
12)中国テレビ合弁企業の第1号 「福 日」公司はは,日立と中国の福建省の間で設立 された。 日立の中国への
技術移転の事例について郵[1999]を参照されたい。
13>80年代の初めごろの改革初期に経済特区に立地する企業は出資比率に応 じて中国国内に販売する比率が厳
しく管理されたが,最近このような規制は緩和している。
14)三洋の独資企業 と合弁企業の技術移転の実態の検討について,詳 しくは都燕書[1999]を参照されたい。
15)『中国電子報」1998.12.]による。
16)前掲 『中国電子報」による。
17)外資系企業の中国への技術と経営管理の移転について,詳 しくは郵燕書[1999]を参照 されたい。
is)前掲注4を参照。
19>「電子百強企業」(電子企業のベス ト100社,以下,「百強企業」と略す)と は,1987年から毎年電子工業
部の主催で電子工業の上位優良企業を選出する活動で,そ こで選ばれる中国の電子工業のベス ト100社を
指す。具体的には,毎年その企業の所属関係(電子工業部,郵 電部系統,航 天航空部,中 国科学院系統,
国家教育委員会系統)を 問わず,電子製品を生産する企業の中から,前年度売上高の順位にしたがって,
上位100社の優良企業を選出する。外資系企業の場合,中 国側が控股(支 配株を所有する)企業に参加す
る資格がある。 したがって,この 「電子百強企業」は中国の電子工業の全体レベルを代表するものであ り,
中国の電子工業の発展状況を把握する上で重要な指標の一つである。
20)『論民族工業』による。
21)改革開放政策の初期に委託加工 ・補償貿易の方式で稼いだ外貨で生産ラインの導入に当てるやり方を 「技
術合作」という。これについて詳 しくは郵燕書[1999]を参照されたい。
22)1996年の春夏両季のテレビメーカの値下げを中心とした価格戦争について,詳 しくは榔燕書[1997]を参
照 されたい。
23}干緻田[1997]を参照。
24)謝小霞[1997]を参照.
25)姜蘭[1996]を参照.
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26)莫邦富 「日本家電メーカー神話の崩壊」『中央公論』1999年3月号。
勿 とくにテレビ業界では,日本企業の進出に脅威を感 じ,上記で検討 した長虹が,1996年3月から発動した
値下げ競争のターゲットは日本をはじめとする外国家電であ り,日本企業と強く競争する意識をもってい
た。詳しくは郵燕書[1997]を参照。
28)日本企業の中国進出と技術移転の,中国の電子産業の発展との関係について,詳 しくは都 燕書[1999]を
参照されたい。
29)中国では家電製品の価格は,例えばテレビの場合70年代,80年代ごろでは年収の数倍に達 し,こうした年
収と家電製品価格との関係から,世界一の厳しい消費者層 を形成 したと考えられる。
30)筆者の観察では,中国の消費者 と比べて日本の消費者はあまり厳 しいとはいえない。家電製品が故障して
も修理にだすよりも新しいものに買い換える場合が多い。なぜなら修理代が高いからである。それに比べ
て中国の消費者は家電を購入する際,メ ーカーのアフターサービスネットワーク整備状況や無料修理年数
も厳 しくチェックするのである。
31)以下について,本学の東條由紀彦先生から大きな示唆を受けた。
32)『中国電子年鑑』1998による。
33>前掲 『中国電子報』による。
鋤 つまり,モ トローラが投下した技術は中国の技術より遙かに高かったが,逆 にその技術の独占により,中
国の企業は当該分野に参入する余地が残らなかった。モ トローラが中国で携帯電話を生産 した数年後,
1999年の1月になって中国側はようやく国産携帯電話開発に成功 した。『中国電子報』1999年1月21日の報
道によると,慶華電子公司 と電子工業部第7研究所と共同研究で,中 国の自主開発の携帯電話が成功 し,
製造の段階に入った。
35)この点について,日本企業もすでに気付 き,先進的な技術や新製品を投入 も始まっている。例 えば,1997
年にミネベヤが,上海に大規模な投資を行い,最先端の技術を持ち込み,本格的な進出を始めた。
36>70年代後半から,中国に進出し始めた先発の電子企業と比べて,後発の自動車企業は本格的に中国に進出
しは じめたのは90年代 になってからである。この時期に欧米自動車企業はすでに中国で複数の企業が現地
生産を行っていたが,日本企業の現地生産は,中 国自動車産業政策及び許認可制限を受けた。将来事業を
順調に進めるため,中 国政府の要請を受け,ト ヨタの中国進出事業はまず開発技術の移転と人材育成から
手はじめしようと,技術センターを設立したのである。
参考文献
アジア経済研究所[1996]『産業政策協力研究報告書』.
新井光吉著[1996]『日米の電子産業』白桃書房.
今井理之[1997]「直接投資導入の現状 と課題」石原享一編 『中国経済の 国際化 と東ア
ジア』.
閻徳明編[1991]『電子工業発展戦略』電子工業出版社.
郵 燕書[1997]「電子産業」『国別通商政策研究事業報告書』アジア経済研究所.
都 燕書[1999]『中国の経済発展 と日本的生産システム』 ミネルヴァ書房.
国家計委産業経済与技術経済研究所[1997]『中国産業発展報告』中国経済出版社.
松崎義編[1996]『中国の電子 ・鉄鋼産業一 技術革新 と企業改革』法政大学出版局.
丸川知雄[1996]「市場経済移行のプロセスー 中国電子産業の事例か ら」『アジア経済』
第37巻第6号.
62 経 営 論 集 一
丸川知雄編[1999]『中国産業研究入門一 解説 とデータ』アジア経済研究所。
謝小霞[1997]「前景広 闊的電子工業」『中国工業発展報告』経済管理出版社.
干致田[1997]「電子工業利用外商投資」王洛林主編 『中国外商投資報告』経済管理出
版社.
姜蘭[1996]「決戦在世紀末一 中国民族工業発展の危機の特別報告」『湖北経済管理』.
周光春[1996]「対外開放中的民族工業与国内市場問題」 『求是』.
電子工業部[1996]『建設現代化的中国信息業』中国電子工業出版社.
電子工業部 『建設現代化的電子信息業』編審委一員会編集部[1994]『建設現代化的電子
信息業一 中国電子工業的対外合作』電子工業出版社.
電子工業部 『建設現代化的電子信息業』編審委員会編集部[1996]『建設現代化的電子
信息業一 中国電子百強企業的基本経験』電子工業出版社.
信息産業部[1998]『電子信息産品製造業経済運行状況 と発展趨勢』信息産業部経済体
制改革与経済運行司.
中国電子工業年鑑編集委員会[1996,1998]『中国電子工業年鑑』.
